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サブ項目

上記Ⅰ. について
１．調査研究の趣旨
２．調査研究の内容、方法と本報告書の構成

上記Ⅱ. について
１．模倣品・海賊版の個人輸入・所持・販売等に関する被害の実態
２．模倣品・海賊版の個人輸入・所持・販売等に関する取組の現状

上記Ⅲ. について
１．「物」の個人輸入・所持・販売に関する規制状況の調査
２．関税定率法上の輸入禁制品と根拠規制法令との関係
３．刑事罰以外の行政的抑制措置に関する現状
４．知的財産権侵害物品と他の「物」との比較検討

特記事項 要約のみＰＤＦファイルで取得可能

URL http://www.iip.or.jp/summary/pdf/detail05j/17_11.pdf

主な項目

Ⅰ．序
Ⅱ．模倣品・海賊版の個人輸入・所持・販売等に関する現状
Ⅲ．我が国の法令における行為規制の現状
Ⅳ．欧米諸国の模倣品・海賊版の個人輸入・所持・販売等に関する規制の現状

Ⅵ．結びにかえて
Ⅴ．模倣品・海賊版の個人輸入・所持・販売等に関する対応の必要性及び可能性の検討
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